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工事の総合評価落札方式における簡易確認型の試行について（通知）
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別紙

工事の総合評価落札方式における簡易確認型の試行について

１ 目的

総合評価落札方式による工事の発注においては、競争参加者が数十枚に及ぶ

申請書等資料を作成する必要があり、また、これに係る発注者の技術審査等、

競争参加者及び発注者の事務負担が大きくなっていることから、技術資料（競

争参加資格資料）の提出を、競争参加者の自己申告による簡易確認資料の提出

に留め、その後、簡易確認資料の評価値と入札書により上位３者程度を落札候

補者として詳細技術資料の提出を求め、簡易確認資料の内容を確認する方式（以

下「簡易確認型」）を試行的に導入する。

これにより、落札候補者以外の者及び発注者の事務負担軽減を図るものであ

る。

２ 適用範囲

施工能力評価型総合評価落札方式を適用する工事において試行する。

３ 簡易確認型の試行

簡易確認型の試行に当たっては、本要領において定めるもののほか、工事に

関する入札に係る総合評価落札方式について（施本第７５８号(ＣＣＰ)。１２.
４.１４）、建設工事請負契約に係る総合評価落札方式の適用に関する事務処理
要領について（防整施第○○○○号。○○．○．○○。以下「事務処理要領」

という。）及び建設工事請負契約に係る施工体制確認型総合評価落札方式につ

いて（防整施第○○○○号。○○．○．○○。以下「施工体制通知」という。）

により実施するものとする。

４ 入札公告及び入札説明書

入札公告及び入札説明書には、簡易確認型の試行対象工事であること及び詳

細技術資料を求める者の数（落札候補者数）を記載する。記載は「本工事は、

簡易確認資料による評価点を用いて入札参加者の簡易評価値を求め、その上位

○者を落札候補者として選定した後、詳細技術資料を確認し落札者を決定する、

簡易確認型の試行対象工事である。」とする。なお、上位○者は上位３者を基

本とする。

５ 手続きに要する日数

別図に示す日数を参考とするものとする。

６ 競争参加資格の確認

一般競争参加資格確認申請書の提出を求める資料において、事務処理要領別
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表第２技術的能力審査結果表における一般審査事項の審査結果が全て適格であ

る者に対し、詳細技術資料の提出を求められた者は、企業の能力及び配置予定

技術者の能力が適格であると判定されることを条件として、競争参加資格を与

えること。

７ 簡易確認資料の提出

⑴ 競争参加希望者から、原則として申請書の提出と同時に、簡易確認資料（別

紙様式第１、別表）の提出を求めること。簡易確認資料の提出に際しては、

審査時のデータ改変防止のため、エクセルデータでの提出は禁止すること。

なお、競争参加者が配置予定技術者の複数申請を計画している場合は、一

番評価が低いと判断される技術者で簡易確認資料を作成させること。

８ 簡易評価値の算定、落札候補者の決定

⑴ 簡易確認資料、施工体制評価点、入札価格により簡易評価値を算定する。

⑵ 簡易評価値は、予定価格の制限の範囲内の入札をした者に与えられる。

⑶ 各評価項目について、未入力や複数入力がある場合、その項目は評価対象

としない。

⑷ マイナス評価（過去の工事成績、事故・贈賄等による指名停止等）につい

ては従来どおり発注者により確認・評価する。

⑸ 入札公告等で示した簡易評価値の上位３者（ただし、３者目の簡易評価値

が同じ者が複数いる場合は、その全ての者を含む）を選定し「落札候補者」

とする。なお、予定価格の制限の範囲内の入札をした者の数が、３者に満た

なかった場合は、その者全てを「落札候補者」として選定する。

■「評価値の上位３者同等」を落札候補者とした場合の例

【例１】 企業名 簡易評価値 順位

Ａ者 72 1
Ｂ者 71 2

落札候補者

Ｃ者 70 3
（A、B、C者）

Ｄ者 68 4
Ｅ者 65 5

【例２】 企業名 簡易評価値 順位

Ａ者 72 1
Ｂ者 71 2 落札候補者

Ｃ者 70 3 （A、B、C、D者）
Ｄ者 70 3
Ｅ者 65 5
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９ 落札候補者選定結果の通知・詳細技術資料の提出依頼

予定価格の制限の範囲内の入札をした者のうち、落札候補者には、詳細技術

資料の提出依頼を含めた落札候補者選定通知書（別紙様式第２）を、それ以外

の競争参加者には落札候補者対象外である旨を記載した落札候補者非選定通知

書（別紙様式第３）を、それぞれ通知する。

また、落札候補者には詳細技術資料（別紙様式第４）及び各技術資料（競争

参加資格確認資料）の提出を求める。

１０ 詳細技術資料の提出

詳細技術資料は原則として、落札候補者選定結果通知日の翌日から起算して

５日（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項

に規定する行政機関の休日を除く）以内に提出を求めること。分割しての提出

は認めない。また、期限内に提出がなかった場合は、競争参加資格無しとする。

１１ 評価値の算定

⑴ 詳細技術資料に基づき、企業及び配置予定技術者の能力を評価する。また、

地域評価型を採用する場合は、企業の信頼性・社会性も評価する。

⑵ 簡易確認資料と詳細技術資料による評価が一致しない評価項目の評価点

は、簡易確認資料での評価点を上限として、発注者の審査結果により評価す

る。

⑶ ⑴及び⑵に伴い加算点が変更した場合は、変更後の加算点を用いて評価値

を再算定する。

⑷ ⑶で最も高い評価値が、落札候補者対象外の者のうち最も評価値の高い者

の簡易評価値を上回る場合は、その評価値の者を『落札予定者』とする。ま

た、下回る場合は、落札候補者対象外の者のうち最も評価値の高い者を落札

候補者とし、落札候補者選定通知書を通知の上、詳細技術資料の提出を求め

る。

⑸ 詳細技術資料の審査の結果、落札候補者に競争参加資格が無いと認められ

た場合は競争参加資格確認通知書（別紙様式第５）を通知する。

例 1
落札候補者の評価値が、

簡易評価値４位の者を上回った場合

簡易確認資料 詳細技術資料

企業名 簡易評価値 順位 評価値 順位

Ａ者 72 1 66 3
Ｂ者 71 2 入札無効 －

Ｃ者 70 3 70 1 ←落札予定者(Ｃ者)

Ｄ者 68 4 － 2
Ｅ者 65 5 － 4
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例 2
落札候補者の評価値が、

簡易評価値４位の者を下回った場合

簡易確認資料 詳細技術資料

企業名 簡易評価値 順位 評価値 順位

Ａ者 72 1 66 3
Ｂ者 71 2 入札無効 － 簡易評価値が D 者の評価

Ｃ者 70 3 67 2 値を下回ったため、

Ｄ者 68 4 － 1 ←落札候補者（Ｄ者）と

E者 65 5 － 4 なり詳細技術資料を審査

１２ 落札者の決定

前項により詳細技術資料を確認した最高評価値の者を落札者とする。

１位の者が複数いる場合は、くじ引きにより落札者を決定する。

１３ 不誠実行為（技術資料の虚偽記載等）の確認

以下のいずれかに該当する場合、指名停止措置要領に基づく措置を行うこと

ができる。

⑴ 簡易確認資料の記載に疑義が生じた場合、詳細な資料の提出を求めたうえ

でヒアリングを行う。ヒアリングの結果、過失ではなく、虚偽の記載をした

ことが確認された場合

⑵ 詳細技術資料の提出を拒否した場合（配置予定技術者を配置できなくなっ

た場合はこれによらない。）

１４ 入札手続き期間における競争参加辞退、配置予定技術者の扱い

⑴ 競争参加資格確認申請書提出以降かつ入札書提出まで

競争参加は入札書を提出するまでは、競争参加を取りやめることができる。

⑵ 入札書提出以降かつ詳細技術資料提出まで

競争参加辞退については、同一の技術者を重複して複数工事の配置予定の

技術者とする場合において、他の工事を落札予定の技術者を配置することが

できなくなった場合に、入札を「無効」とすることにより認める。

⑶ 詳細技術資料提出から落札決定まで

ア 競争参加辞退については、同一の技術者を重複して複数工事の配置予定

に技術者とする場合において、他の工事を落札したこと及びその他やむを

得ない理由（死亡、傷病、出産、育児、介護、退職等）により配置予定の

技術者を配置することができなくなった場合に、入札を「無効」とするこ

とにより認める。

イ 詳細技術資料により配置予定技術者個人が特定されていることから、配



- 5 -

置予定技術者の変更は認められない。

ウ 配置予定技術者の技術力の評価が詳細技術資料と簡易技術資料で異なる

場合の評価点は簡易技術資料での評価点を上限として、発注者の審査結果

により評価する。

１５ その他の留意事項

⑴ 入札結果の公表

ア 入札結果は、競争参加資格有りとなった者を対象に記載。

イ 評価点及び評価値は以下のとおりとする。なお入札調書も同様とする。

① 落札候補者 ：詳細技術資料による評価点及び評価値

② 落札候補者以外：簡易確認資料による評価点及び評価値

⑵ 本方式の入札手続は、当分の間、紙入札方式で行うものとする。

⑶ 本通知の実施に当たり疑義が生じた場合は、整備計画局建設制度官と協議

するものとする。



別紙様式第１

年 月 日

（契約担当官等の官職氏名） 殿

住 所

商号又は名称

代 表者 氏名

簡易確認資料

標記について、○年○月○日付けで公告のありました「○○（○）○○新設工事」

の簡易確認資料を別紙（別表１）のとおり提出します。

等級区分 一般土木工事 ○等級

所在地 （本社（本店、支店、営業所）の所在地を記入すること。）

業者コード

建設業許可番号 ○○－○○○○

連絡先 所 属：

役 職：

氏 名：

電 話：

E-mail：

注）連絡先とは、簡易確認資料の内容に対する問い合わせ及び、施工体制の確認を行う際にお

ける連絡先（担当者）を記載するものとする。また、詳細技術資料の提出依頼は、記載され

た連絡先（担当者）に送付する。



別紙様式第２
年 月 日

住 所
商号又は名称
代表 者氏名 殿

会計機関名
役職 氏名

落札候補者選定通知書

先に提出のあった 建設工事における簡易確認資料・入札書等によ

り簡易評価値を算出した結果を下記のとおり通知します。

また、下記期限までに詳細技術資料を提出してください。

記

入 札 公 告 日 年 月 日

工 事 名 工 事

落札候補者選定結果 落札候補者の対象
本案件の競争参加者上位３者の簡易評価値に該当するため（ただし、３

者目の簡易評価値と同じ者が複数いる場合は、その全ての者を含む）

詳細技術資料受付期間 年 月 日 ○○時○○分まで

注）詳細技術資料の提出様式は、入札説明書○．競争参加資格の確認等（○）による。

注）詳細技術資料による競争参加資格が無いと認められた場合、及び詳細技術資料を提出し

ない場合、当該業者の行った入札は無効とする。

注）詳細技術資料を提出しない場合、指名停止措置要領に基づく指名停止を行うことがある。

注）提出された技術資料と簡易技術資料の評価結果が異なる場合、簡易技術資料評価点を上

限とし、発注者による詳細技術資料の評価結果をもって加算点とする。

窓口：○○防衛局○○課○○係 ○○○○ TEL○○○（○○○）○○○○
FAX○○○（○○○）○○○○

E-mail○○○（○○○）○○○○



別紙様式第３
年 月 日

住 所
商号又は名称
代表 者氏名 殿

会計機関名
役職 氏名

落札候補者非選定通知書

先に提出のあった 建設工事における簡易技術資料・入札書等によ

り簡易評価値を算出した結果を下記のとおり通知します。

落札結果及び競争参加者の加算点評価内訳については、落札決定後に公表します。

記

入 札 公 告 日 年 月 日

工 事 名 工 事

落札候補者選定結果 落札候補者の対象外
本案件の競争参加者上位３者の簡易評価値を下回ったため（ただし、

３者目の簡易評価値と同じ者が複数いる場合は、その全ての者を含む）。

ただし、詳細技術資料審査の結果により、後日落札候補者選定通知書

が送付される場合があります。

窓口：○○防衛局○○課○○係 ○○○○ TEL○○○（○○○）○○○○
FAX○○○（○○○）○○○○

E-mail○○○（○○○）○○○○



別紙様式第４

年 月 日

（契約担当官等の官職氏名） 殿

住 所

商号又は名称

代 表者 氏名

詳細技術資料

標記について、○年○月○日付けで公告のありました「○○（○）○○新設工事」

の詳細技術資料（競争参加資格確認資料）を別紙のとおり提出します。

連絡先 所 属：

役 職：

氏 名：

電 話：

E-mail：

注）連絡先とは、詳細技術資料の内容に対する問い合わせにおける連絡先（担当者）を記

載するものとする。



別紙様式第５
年 月 日

住 所
商号又は名称
代表 者氏名 殿

会計機関名
役職 氏名

競争参加資格確認通知書
（詳細技術資料確認後）

下記案件について、○年○月○日付競争参加資格確認通知書により、条件付きで

競争参加資格を有としたところであるが、詳細技術資料によりその条件が満たされ

ないことが確認された。

従って、入札説明書に記載のとおり、貴社の行った入札を無効とする。

記

入 札 公 告 日 年 月 日

工 事 名 工 事

競争参加資格「無」

とした理由

なお、競争参加資格がないと認められた理由について説明を求めることができます。説

明を求める場合は、下記の方法によること。

①受付期限：○年○月○日から○年○月○日までの土曜日、日曜日及び祝日を除く

毎日 10時から 16時まで
②受付先：○○防衛局○○課○○係 ○○○○

TEL○○○（○○○）○○○○
FAX○○○（○○○）○○○○

E-mail○○○（○○○）○○○○
③提出方法：電子メールにより提出すること。提出後、②に提出した旨を電話で通

知すること。持参又は郵送等により提出することもできる。

④回答方法：電子メール又は書面により回答する。



別図

施工能力評価型 見積活用併用

標準的な日数 標準的な日数

　　公告後速やかに 　　公告後速やかに

　　10日以上 　　10日以上

５日

　　10～15日 　　10～15日

７日程度

５日　※１

　　　５日 　　10～15日 　　10～15日

　　３日 　　３日

　開札まで約33～43日 　開札まで約33～43日

７日程度 　　10日程度 　　10日程度

　　５日　※１ 　　５日　※１

　　５日程度 　　５日程度

７日程度　

　　10日程度 　　10日程度

　　　　（落札候補者が参加資格無しとなった場合）

　　　　５日　※１

　　　　５日　※１

　　　　１日　※１

上記日数は、手続きの翌日から期日を示したものである。

※１　：　行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日を除く。

※２　：　競争参加資格がないと認めた理由の説明請求がなかった場合であり、当該説明請求等があった場合には、必要日数を確保して延期するものとする。

※３　：　技術部会は競争参加資格・指名審査委員会と兼ねることが出来るものとする。

※４　：　技術部会及び競争参加資格・指名審査委員会の開催について、※４記載があるものは※４間で兼ねることが出来るものとする。

※５　：　見積もりの内容により、適切な期間を確保すること。

　　　　・全ての落札候補者が次点の簡易評価値を下回った場合
　　　　・全ての落札候補者が参加資格無しとなった場合

簡易確認型における標準的な業務の流れ及び所要日数

〔総合評価方式（施工能力評価型〕）

　　　　15日以上
　　　　　※５

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）※３
競争参加資格の設定、

総合評価の適用、評価項目・評価基準・評価点等の設定

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の設定、

総合評価の適用、評価項目・評価基準・評価点等の設定の審議

入札公告（掲示・ＨＰ掲載）及び見積依頼

入札説明書等の交付

競争参加資格の確認、簡易

確認資料の審査

一般競争参加資格確認通知書の送付

参加資格がないと認めた
理由等の説明請求期限

理由の説明請求に係る
回答期限

入札執行（開札）

追加資料提出意志の確認及び追加資料提出要請（調査基準価格未満の者）

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）※３、※４
競争参加資格の確認、簡易技術資料の審査・評価※

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の確認、簡易技術資料の審査・評価の審議

質問書の受付期限

質問書に対する
回答期限

再苦情申し立て

入札監視委員会による審議

落 札 決 定

評価値の算定

一般競争参加資格確認通知書の受付期限

及び、簡易確認資料の提出期限

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）※３、※４
競争参加資格の確認、簡易評価値等の審査・評価※

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の確認、簡易評価値等の審査・評価の審議

簡易評価値算定

詳細技術資料の提出期限（落札候補者のみ）

落札候補者選定結果の通知及び

詳細技術資料の提出要請（落札候補者のみ）

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）※３、※４
競争参加資格の確認、詳細資料確認後の評価値の審査・評価※

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の確認、詳細資料確認後の評価値の審査・評価の審議

競争参加資格確認通知（資格無しのみ通知）

競争参加資格がないと認めた理由の説明要求

理由の説明要求への回答

施工体制確認

見積質問書の提出期限

見積質問書に対する回答期限

３日

ヒアリングの実施

積算価格の算定
【妥当性が確認された見積価格（平均価格）の反映】

入札書の提出期限

落札候補者決定

見積書の提出期限

３日

５日



年 月 日

国又は特殊法人等の施工実績あり 2

地方公共団体発注の施工実績あり 1

その他 0 ※１
より同種性の高い工事の実績あり 5

同種性が認められる工事の実績あり 0

発注者工事：80点以上 4

発注者工事：75点以上、国・特殊法人等工事：80点以上 3 ※２
発注者工事：70点以上、国・特殊法人等工事：75点以上、地方公共団体工
事：80点以上

2

国・特殊法人等工事：70点以上、地方公共団体工事：75点以上 1

その他 0 ※３
発注者工事：65点未満の実績あり 入力不要 0

施設監の特別優秀工事等顕彰 1件につき 5

局長の感謝状の贈与（令和元年度受賞分まで有効） 1件につき 4

調達部長又は支局長の優秀工事等顕彰 1件につき 4 ※４
国、特殊法人等、地方公共団体の優良工事表彰等の受賞実績 １件につき 1

インフラメンテナンス大賞（防衛大臣賞）の受賞実績 １件につき 4

インフラメンテナンス大賞（防衛省特別賞）の受賞実績 １件につき 3 ※５
インフラメンテナンス大賞（防衛省優秀賞）の受賞実績 １件につき 2

実績なし 0

実績があり、かつ工事成績が８０点以上 3

実績があり、かつ工事成績が７５点以上 2 ※６
実績があり、かつ工事成績が７０点以上 1

実績なし又は工事成績が７０点未満 0

特許権、実用新案権の取得あり、ＮＥＴＩＳへの登録あり 1 ※７
なし 0

認証を取得済み（当該工事に適用予定であること。） 1 ※８
認証を取得済み（当該工事に適用予定であること。） 1

認証を取得済み（当該工事に適用予定であること。） 1

認証を未取得 0

３５歳以下の技術者を配置 1 ※９
資格あり（主任技術者又は監理技術者となりえる国家資格） 1

女性技術者を配置 1

資格あり（主任技術者又は監理技術者となりえる国家資格） 1

女性活躍推進法に基づく認定等※７ 1 ※10
次世代法に基づく認定※８ 1

若者雇用促進法の基づく認定※９ 1

小　　　　　計 30 ※11
一級○○施工管理技士又は同等以上の資格あり 1

一級○○施工管理技士又は同等以上の資格なし 欠格

同種工事経験有（監理（主任）技術者、現場代理人） 2

同種工事経験有（監理（主任）技術者、現場代理人経験なし） 1 ※12
より同種性の高い工事において、各技術者として従事 5

同種性が認められる工事において、各技術者として従事 0

発注者工事：80点以上 5

発注者工事：75点以上 4

国・特殊法人等工事：80点以上、発注者工事：70点以上 3

国・特殊法人等工事：75点以上、地方公共団体工事：80点以上 2 ※13
国・特殊法人等工事：70点以上、地方公共団体工事：75点以上 1

その他 0

発注者工事：65点未満の実績あり 入力不要 0

施設監の特別優秀工事等技術者顕彰 1件につき 7

調達部長又は支局長の優秀工事等技術者顕彰 1件につき 6

施設監の特別優秀工事等顕彰に従事 1件につき 5
局長の感謝状贈与（令和元年度受賞分まで有効）、調達部長又は支局長の
優秀工事等顕彰受賞工事に従事

1件につき 5

国、特殊法人等、地方公共団体の優良工事技術者表彰等実績 1件につき 4

国、特殊法人等、地方公共団体の優良工事表彰等受賞工事に従事 １件につき 3

実績なし 0

工事成績が８０点以上 3

工事成績が７５点以上８０点未満 2

工事成績が７０点以上７５点未満 1

工事成績が７０点未満 0

推奨単位を取得 2

推奨単位の過半を取得 1

なし 0

４０歳以下の技術者を配置 1

定期的な実務指導の実施 1

Ａ　に該当 2

Ｂ　に該当 1

C　に該当 0.5

なし 0

ヒアリングの実施 10

小　　　　　計 30

施工実績15件以上 6

施工実績12件以上、15件未満 4

施工実績10件以上、12件未満 2

施工実績10件未満 0

当該都道府県内に本店（社）の所在あり 4

当該都道府県内に当該工種の建設業許可の支店、営業所あり 2

上記以外 0

請負金額の30％以上 10

請負金額の20％以上30％未満 5

請負金額の20％未満 0

災害協定等あり（県内特定地域） 2

災害協定等あり（同一県内） 1

災害協定等なし 0

活動実績あり（県内特定地域） 2

活動実績あり（同一県内） 1

活動実績なし 0

使用あり 1

使用なし 0

３件以上 2

１件以上３件未満 1

実績なし 0

小　　　　　計 25

最大 85

○○（○）○○新設工事

配点

　簡易確認資料の記載に疑義は生じた場
合は、詳細な資料の提出を求めたうえでヒ
アリングを行い、その結果、虚偽の記載をし
たことが確認された場合は指定停止措置要
綱に基づき措置を行うことがあります。

　　　　　　は、選択項目であるため、発注者
側が指定した場合のみ該当欄に”○”を記
入してください。

　本紙はＰＤＦに変換して提出してください。

　落札候補者となった場合は、別途、関係
する提出様式を提出していただきます。（簡
易確認資料提出時は不要）

　本資料の記載内容と発注者の審査結果
が異なる場合は、本資料での評価点を上限
として発注者の審査結果により評価しま
す。
　マイナス評価（施工成績65点未満の有
無、事故・贈賄等による指名停止等）は、発
注者により、確認・評価致します。

　配置予定技術者を複数名考えている場合
は、評価の一番低いと判断される技術者に
より、本資料を作成・提出してください。

　入力不要とされている項目には入力しな
いでください。発注者側で審査致します。

　評価の項目・評価基準は概要を記載して
います。入力する際は詳細内容を必ず入
札説明書で確認してください。

　評価点は自動入力されますので、入力は
不要です。

　複数入力及び未入力の評価項目は評価
対象としません。（エラー表示がある場合は
入力内容を確認してください。）

　行や列の削除や挿入など、様式を改変し
ないでください。

評価点

　赤枠内が入力範囲です。「該当」欄の黄
セル部分は該当箇所に”○”を、青セル部
分は該当欄に”件数”を入力してください。

別表簡 易 確 認 資 料
提出日：

工事名：

10

若手技術者の活用

女性技術者の配置

5

工事成績

工事成績

難

工

事
難工事の工事実績 3

自

由

設

定

項

目

優秀工事等顕彰等の実績

エラー
メッセージ

該当
(入力)

関連分野での技術開発の実績

提出前に必ず確認してください！
2

企

業

の

施

工

能

力

参加業者名： ○○新設(株)

区分 評価項目 評価の細目 評価基準

自

由

設

定

項

目

地

域

精

通

度

地理的条件１(近隣地域内における施工実績）

災害協定等による地域貢献度の実績

ボランティア活動による地域貢献度の実績

地産品の使用状況

不発弾処理対策の実績

企

業

の

能

力

同種工事の施工実績

より同種性の高い工事の施工実績

合計評価点

品質管理ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ規格（ＩＳＯ9000ｓ）の取得状況

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ規格（ＩＳＯ14000ｓ）の取得状況

情報ｾｷｭﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ規格（ＩＳＯ27000ｓ）の取得状況

自

由

設

定

項

目

6

地理的条件２(本店（社）、支店、営業所の所在） 4

地元企業の採用状況
（下請をする直接工事費に係る内容）

10

より同種性の高い工事の施工経験

継続教育（CPD）の取り組み状況

4

監理（主任）技術者又は現場代理人の経験

監理（主任）技術者又は現場代理人の経験 10

難工事の工事経験 3

企

業

の

信

頼

性

・

社

会

性

技術者育成型の活用

予備自衛官又は即応予備自衛官の現場配

優秀工事等顕彰等の実績 10

地

域

貢

献

度

5

配

置

予

定

技

術

者

の

能

力

1

同種工事の施工経験 2

ワーク・ライフ・バランス等推進企業の評価

10

資格

地域評価型のみ評価


